
○５番（加藤昌延）（登壇） 皆様

おはようございます。 

 みらい新居浜、加藤昌延です。 

 まず、世界では今もなお多くの方

が戦争で亡くなっておられます。し

かし、日本では平和でありながら、

若い方々の精神的幸福度が38か国中

37位と、ワースト２位ということ

で、そして、自ら命を絶つ若い世代

の方々がたくさんいらっしゃるのも

現実であります。 

 戦争の武器は銃や爆弾といったも

のでありますが、私たちが日頃使っ

ている言葉、それも人を傷つけ、そ

して、追い込む武器となります。 

 だからこそ、その言葉を優しい言

葉に変えて、平和で、そして、心が

守られる社会を築き上げなければい

けないと、そう私は思っておりま

す。 

 そこで、今回の質問は、命と言葉

について盛りだくさんとしておりま

すので、よろしくお願いいたしま

す。 

 それでは、通告に従いまして質問

させていただきます。 

 大項目１つ目、インターネット上

の誹謗中傷及び被害者救済について

お伺いいたします。 

 １つ目、誹謗中傷の現状につい

て。近年、インターネット上での誹

謗中傷が深刻な社会問題となってい

ます。また、いじめの形態も大きく

変化しています。 

 かつては、学校内や仲間内でとど

まっていたいじめがＳＮＳやメッセ

ージアプリを通じて短期間で拡散

し、不特定多数が関与する問題へと

発展するケースが増えています。 

 一度はネット上で根拠のない批判

や攻撃的なコメントを目にしたこと

があるのではないでしょうか。これ

はひどいと思いつつも、次第にその

情報が本当かのように錯覚してしま

います。 

 総務省の調査によれば、ＳＮＳを

利用した人のうち、約8.9％が誹謗

中傷の被害を経験し、特に20代では

16.4％、10代、30代でも約10％強が

被害に遭っているという実態があり

ます。約半数の人がＳＮＳ上で誹謗

中傷を目撃しているとの報告もあり

ます。また、文部科学省の統計によ

れば、ネットいじめの認知件数は、

2022年度に２万3,920件、令和５年

度には２万4,678件に上り、小中高

校での割合は、年齢が上がるにつれ

増加傾向にあります。 

 最近でも、ネット上の誹謗中傷が

原因で企業が経営危機に陥ったり、

個人が精神的に追い詰められたり、

自ら自分の命を絶つようなケースが

後を絶ちません。 

 このような状況を受け、令和２年

９月議会において、神野議員がＳＮ

Ｓにおける誹謗中傷対策について質

問された際、ＳＮＳ等のインターネ

ット上での誹謗中傷は、匿名性が高

く、拡散のスピードが速いため、誤

った情報を削除することが困難であ

り、被害者の心を深く傷つけ、場合

によっては命にも関わる重大な人権

侵害であると認識していると御答弁

されています。 

 また本市では、ＳＮＳを含むイン

ターネット等による人権侵害を新居



浜市人権施策基本方針において重要

な人権問題の一つと位置づけ、法務

局等の関係機関と連携しながら、市

の人権相談窓口において市民からの

相談に対応しているとのことでし

た。 

 そこでお伺いいたします。このよ

うな認識の下、本市におけるＳＮＳ

誹謗中傷やデマによる風評被害が市

内の企業や事業者にどのような影響

を与えているのか、市として実態を

把握しているのかお尋ねいたしま

す。 

○議長（小野辰夫） 答弁を求めま

す。長井市民環境部長。 

○市民環境部長（長井秀旗）（登

壇） 加藤議員さんの御質問にお答

えをいたします。 

 インターネット上の誹謗中傷及び

被害者救済についてでございます。 

 誹謗中傷の現状についてお答えい

たします。 

 市内の企業及び事業者からのＳＮ

Ｓ上での誹謗中傷やデマによる風評

被害に遭ったという趣旨の相談につ

きましては、これまで人権擁護課に

おいては確認されておりませんこと

から、現在のところ、企業や事業所

に与えている影響についての実態把

握はできておりません。 

 今後は、ＳＮＳ上の誹謗中傷等が

あった場合の市への相談窓口を積極

的に市民に周知し、相談窓口に来所

された市民の皆様と困り事等の相談

を進めていくこと等を通じて、課題

や実態把握に努めてまいりたいと考

えております。 

○議長（小野辰夫） 加藤昌延議

員。 

○５番（加藤昌延）（登壇） 御答

弁ありがとうございます。 

 要望といたしまして、市としてデ

ータがなければ、それでは被害の実

態を把握し、必要な支援策を講じる

ことが難しくなります。 

 例えば、市内の学校や中小企業、

事業者に対しアンケート調査を実施

するなど実態把握のための取組を行

うのはどうでしょうか。 

 他の自治体では、相談窓口の設置

や実態調査を進めている事例もあり

ます。 

 本市でも、何らかの形で被害状況

を把握するための取組を要望して次

の質問に移ります。 

 ２つ目、被害者救済及び相談体制

の整備についてお伺いいたします。 

 誹謗中傷は、市民の生活や精神的

健康に深刻な影響を及ぼします。特

に、子供や若者への影響は大きく、

ＳＮＳが関係するいじめの事例も増

えています。 

 私が１月22日に新潟県三条市を視

察した際、同市では、令和５年度の

いじめ件数237件のうち、ＳＮＳ等

を利用したいじめが25件、約１割発

生していることが確認されました。 

 また、本市のある中学校では、Ｓ

ＮＳによるいじめが原因で転校を余

儀なくされた生徒がいるというお話

も伺いました。 

 さらに、市民福祉委員会が１月

10日に行った市民との意見交換会で

は、高校生からＳＮＳでのなりすま

しによる誹謗中傷に巻き込まれ、警

察に行くことになった、インスタグ



ラムの匿名質問箱で悪口を書かれ、

精神的に追い詰められて学校に来ら

れなくなった友人がいたといった

生々しい声が聞かれました。市民の

皆様の中にも、精神的な被害を受け

る方が増えています。 

 そこでお伺いいたします。ＳＮＳ

による誹謗中傷は多岐にわたる問題

であることから、問合せや相談窓口

が何か所もあると、市民の方がどこ

に相談すればよいのか分かりにくい

という声があります。 

 他の自治体では、誹謗中傷やネッ

トトラブルに特化したＳＮＳ専門相

談窓口を設置し、弁護士や専門カウ

ンセラーが対応する仕組みを整えて

います。本市でも相談窓口の一本化

や専門相談員の配置が必要と考えま

す。 

 本市では、これまでにどのような

支援策や相談窓口を設け、市民の皆

様の声に対応されてきましたか。ま

た、これまでの対応の中で、どのよ

うな問題や課題がありましたか。お

聞かせください。 

○議長（小野辰夫） 答弁を求めま

す。長井市民環境部長。 

○市民環境部長（長井秀旗）（登

壇） 被害者救済及び相談体制の整

備についてお答えをいたします。 

 まず、これまでの支援策や相談窓

口についてでございます。 

 本市では、人権擁護課に相談窓口

を設置し、相談体制を整備している

ところでございますが、電話や窓口

での相談以外にも、インターネット

上の誹謗中傷について定期的なモニ

タリングを行い、必要に応じてＳＮ

Ｓ運営会社等への削除依頼を行って

おります。 

 これらの誹謗中傷につきまして

は、被害者が気づいていないことも

多く、当該モニタリングによる発見

から迅速な対応に結びつき、関係機

関との連携の下、削除に至った事例

もございます。 

 また、市民から相談があった場合

には、削除に係る手順等について説

明をさせていただくほか、関係機関

への案内もさせていただいておりま

す。 

 次に対応の中での課題についてで

ございます。 

 削除依頼を行った場合に、削除の

判断を行うのは、ＳＮＳ運営会社で

あるため、被害者ではない市からの

依頼では、結果的に削除に至らない

可能性が高いことなどが挙げられま

す。 

 今後もモニタリングの継続によ

り、誹謗中傷の早期発見に努めると

ともに、警察や法務局等関係機関と

も連携しながら、被害者救済に努め

てまいります。 

○議長（小野辰夫） 加藤昌延議

員。 

○５番（加藤昌延）（登壇） 御答

弁ありがとうございます。 

 それでは、次の質問に移ります。 

 ３つ目、規制の必要性についてお

伺いいたします。 

 全国的にＳＮＳ誹謗中傷防止に向

けた条例を制定する自治体が増えて

います。例えば、江戸川区では、イ

ンターネット健全利用促進条例を制

定し、啓発活動を強化しています。



その結果、インターネット上の誹謗

中傷などによる人権侵害への関心が

高まり、令和４年度には29.1％、令

和５年度には35.3％、令和６年度に

は42％と、年々認識が向上している

とのことでした。 

 また、啓発講座の受講者アンケー

トでは、適切な行動を取れるように

したい、ＳＮＳの危険性について学

ぶ機会が増えたといった前向きな声

が寄せられ、インターネット健全利

用の促進に効果が出ているとの報告

があります。 

 また、規制内容にとどまらず、

人々の心情に寄り添う内容を重視

し、条例を通じて、無責任な発言を

慎む社会的風潮を醸成させたいと強

い思いで制定されていました。 

 そこで、本市においても、こうし

た先進事例を参考に、条例制定を含

めた誹謗中傷防止対策を講じるべき

ではないでしょうか。市として、そ

の必要性についてどのようにお考え

でしょうか。 

 インターネット上の誹謗中傷の防

止には、条例の制定だけではなく、

被害者支援や教育、啓発活動が不可

欠です。 

 必要と考えられるものは、１つ

目、被害者支援の強化として、ＳＮ

Ｓトラブル専門の相談員を配置する

専門相談窓口の設置や弁護士会やＮ

ＰＯと連携した誹謗中傷対策の支

援。 

 ２つ目、教育啓発活動の充実とし

て、学校や地域でのＳＮＳリテラシ

ー講座の開催。そして、子供、保護

者、教職員向けの研修プログラム導

入。 

 ３つ目、ＳＮＳトラブルの早期発

見と対応として、学校や教育委員

会、保護者や地域と連携し、ＳＮＳ

トラブルの実態把握を強化する、匿

名相談ができる仕組みの導入という

ことが私は必要と考えます。 

 令和２年９月議会の答弁では、市

の人権相談窓口の周知を図るとのこ

とでしたが、その後、具体的にどの

ような取組を行ってきたのか、現状

の取組状況についてもお聞かせくだ

さい。他の自治体の事例を見ても、

条例を制定することで市民の意識が

向上し、未然防止につながっていま

す。 

 本市でも啓発活動と並行して誹謗

中傷防止に関する条例制定を検討す

るべきではないでしょうか。お考え

をお聞かせください。 

○議長（小野辰夫） 答弁を求めま

す。長井市民環境部長。 

○市民環境部長（長井秀旗）（登

壇） 規制の必要性についてお答え

をいたします。 

まず、誹謗中傷防止対策の必要性

についてでございます。 

インターネット上の誹謗中傷防止

のためには、加害者をつくらないた

めの啓発活動の強化、誹謗中傷記事

等の早期発見のための体制づくり、

被害記事の削除等の被害者支援が必

要と考えており、法務局等の関係機

関やＰＴＡ等との連携を深めるとと

もに、先進事例等を参考にして強化

充実を図ってまいります。 

次に、本市の人権相談窓口につい

てでございます。 



本市の人権相談窓口につきまして

は、市のホームページに掲載してい

るほか、市政だよりの無料相談の欄

に掲載して周知を図っております。 

さらに、年に２回、市政だよりに

折り込んでいる人権啓発特集号にお

きまして、関係機関の相談窓口の案

内と併せて掲載して周知を図ってま

いりました。 

直近では、令和７年２月の市政だ

よりに折り込みました人権啓発特集

号ナンバー12におきまして、インタ

ーネット上の人権侵害があった場合

の対策及び関係機関の相談窓口の情

報と被害者救済の具体的方法を案内

させていただきました。 

次に、条例制定についてでござい

ます。 

誹謗中傷防止に関する条例の制定に

つきましては、法の整備が追いつい

ていない現状もございますことか

ら、国の動向を注視するとともに、

他市の先進事例等を参考にしなが

ら、運営状況やその効果などについ

て調査研究を進めてまいります。 

○議長（小野辰夫） 加藤昌延議

員。 

○５番（加藤昌延）（登壇） 御答

弁ありがとうございます。 

それでは、次の質問に移ります。 

４つ目、今後の取組についてお伺

いいたします。 

ＳＮＳの誹謗中傷対策は、市民の

安心安全な生活を守るために喫緊の

課題です。特に、若者や子供を守る

ために、条例制定や被害者支援、啓

発活動の充実を早急に進める必要が

あります。 

本市ではこれまでに、人権教育や

啓発事業を推進し、関係機関と連携

しながら相談対応に取り組んできた

とのことですが、全国的な傾向を踏

まえると、より踏み込んだ政策が求

められる段階に来ていると考えま

す。 

そこで、市として、今後ＳＮＳ誹

謗中傷防止及び被害者救済への対策

をどのように強化していくのか、ま

た、どのように進めていくのか、お

考えをお聞かせください。 

○議長（小野辰夫） 答弁を求めま

す。古川市長。 

○市長（古川拓哉）（登壇） 今後

の取組についてお答えいたします。 

ＳＮＳ上の誹謗中傷防止につきま

しては、地区別人権教育市民講座や

人権のつどい日等で積極的にテーマ

として取り上げており、今後におき

ましても、インターネットリテラシ

ーのさらなる向上を図ることで対策

を強化していきたいと考えておりま

す。 

なお、被害者救済は難しい課題で

はございますが、まずは本市のイン

ターネット上の誹謗中傷に関する相

談窓口について、ホームページ等で

積極的に周知し、適切な相談へとつ

ないでいくとともに、関係機関等と

連携を密にしながら対応をしていき

たいと考えております。 

また、情報流通プラットフォーム

対処法等の関連法や国の動向にも注

視しながら、より一層のＳＮＳ誹謗

中傷防止及び被害者救済への対策の

強化を図ってまいります。 

○議長（小野辰夫） 加藤昌延議



員。 

○５番（加藤昌延）（登壇） 市

長、御答弁ありがとうございます。 

条例の制定については、一地方自

治体では難しいと思いますが、先ほ

どの御答弁では、国の動向を見て検

討するとの御答弁でございました。 

インターネットは急激なスピード

で成長し、誹謗中傷の手口も日々巧

妙化しています。 

この問題に対応するためには、市

としても迅速に取り組み、被害者を

救済するための仕組みを整えること

が急務です。 

また、このことは人命に関わる例

もあり、国においても検討を始める

とのことですが、この条例があるこ

とで、市としての姿勢を明確に打ち

出せるだけではなく、学校現場にお

いても、市の条例に基づく指導とし

て、先生も指導しやすくなり、児童

生徒への教育や抑止効果が期待でき

ます。 

また、被害に遭った市民が適切な

相談先へつながる仕組みを整え、早

期対応を図ることが可能となりま

す。全国的にも同様の条例を制定す

る自治体が増えており、本市におい

ても、一刻も早い対応が求められて

います。市民の安全と安心を守るた

め、条例制定に向けた具体的な検討

を進めていただきますよう強く要望

して、次の質問に移ります。 

 


